複合用途編　被害想定の作成例
	建物の概要
（所在地、階数、構造、延床面積、用途等）
	地上１４階、地下３階、延油面積５０,０００㎡、エレベーター１０機（常用６機、非常用４機）

RC構造、建築年Ｈ１０年、使用用途（事務所、店舗、飲食店、映画館（最大収容人数１５,０００人））

	発生地震の情報

（震度・時間・曜日等）
	直下型震度６強、地震発生日時：８月頃の金曜日、午後１２時３０分

	その他のシナリオ条件
（在館者数、従業員数、火気使用状況、天候、温度等）
	オフィス残留者５０００人、映画館座席占有率９０％・来館者１９００人・従業員３０人、レストラン利用者２０００人・従業員３００人、店舗利用者２０００人・テナント従業員１５０人、天候：晴れ、気温：３０℃


	被害種類と考慮すべき態様
（標準的な付与条件）
	番号
	被害想定
（被害の具体的事象）
	防火防災安全上の目標設定

	１．建物等の基本被害
・新耐震設計基準に適合の場合、建築構造の大きな被害は考慮しなくてよいものとする。
・耐震改修促進法の適用がある場合、その結果に基づき構造体の被害を想定する。
	1
	
	

	
	2
	
	

	
	3
	
	

	２．建築設備等被害
・「建築設備耐震設計・施工指針」等に適合しない部位の損壊や機能停止を想定する。
・官庁施設の総合耐震計画基準」等に基づき機能維持が図られる場合を除き、何らかの機能停止が生ずることを想定する。
	4
	
	

	
	5
	
	

	
	6
	
	

	
	7
	
	

	３．避難施設等被害
	8
	
	

	
	9
	
	

	
	10
	
	

	４．消防用設備等
	11
	
	

	
	12
	
	

	
	13
	
	

	５．収容物等被害
	14
	
	

	
	15
	
	

	
	16
	
	

	６．ライフライン等被害
	17
	
	

	
	18
	
	

	
	19
	
	

	７．火災等の発生
	20
	
	

	
	21
	
	

	
	22
	
	

	８．人的被害
	23
	
	

	
	24
	
	

	
	25
	
	


被害想定に基づく消防計画作成例（予防的対策事項と応急的対策事項）
	被害種類と考慮すべき態様
（標準的な付与条件）
	番号
	対応行動の具体化

	
	
	応急的対策事項
	予防的事項

	１．建物等の基本被害
・新耐震設計基準に適合の場合、建築構造の大きな被害は考慮しなくてよいものとする。
・耐震改修促進法の適用がある場合、その結果に基づき構造体の被害を想定する。
	1
	
	

	
	2
	
	

	
	3
	
	

	２．建築設備等被害
・「建築設備耐震設計・施工指針」等に適合しない部位の損壊や機能停止を想定する。
・官庁施設の総合耐震計画基準」等に基づき機能維持が図られる場合を除き、何らかの機能停止が生ずることを想定する。
	4
	
	

	
	5
	
	

	
	6
	
	

	
	7
	
	

	３．避難施設等被害
	8
	
	

	
	9
	
	

	
	10
	
	

	４．消防用設備等
	11
	
	

	
	12
	
	

	
	13
	
	

	５．収容物等被害
	14
	
	

	
	15
	
	

	
	16
	
	

	６．ライフライン等被害
	17
	
	

	
	18
	
	

	
	19
	
	

	７．火災等の発生
	20
	
	

	
	21
	
	

	
	22
	
	

	８．人的被害
	23
	
	

	
	24
	
	

	
	25
	
	


防火対象物実態把握表（例）
(　　　　年　　月　　日現在)
管理権原者氏名｛　　　　　　　　　　｝
防火・防災管理者氏名｛　　　　　　　　　　｝
	防火対象物の現状
	項　目
	内　容
	項　目
	内　容

	
	所有形態
	単独・共有・区分所有・

その他（　　　）
	直通階段
	屋内（　　本）

屋外（　　本）

	
	建築年月日
	年　　月　　日
	建物内の事業所数
	

	
	階層
	地上　　階、　地下　　階
	防災センター
	有　・　無

	
	全体の用途
	
	統括防火・

防災管理
	設置の対象
	該　・　否

	
	建物全体の面積
	㎡
	
	協議会の有無
	有　・　無

	
	建物全体の
収容人員
	名
	防火・防災管理
業務の一部委託
	有　・　無

	
	建物構造
	耐火・準耐火・防火・木造
	その他
	

	事業所の使用状況
	使用年月日
	年　　月　　日
	当該事業所と建物所有者との関係（貸借形態）
	賃借・転借・単独・共有・

区分所有（その他）

	
	事業所の床面積
	㎡
	統括防火・

防災管理
	設置の対象
	該　・　否

	
	事業所の
使用階数
	階
	
	協議会の有無
	有　・　無

	
	事業所の用途
	
	防火・防災の
一部委託状況
	有　・　無

	
	事業所の
収容人員
	名（内・従業員　　名）
	
	

	危険物施設の状況
	危険物施設等の
区分･場所
	
	建築設備の状況
	　非常用
ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
	該・否　設置数（　　）

	
	品名
	
	
	その他の
ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
	該・否　設置数（　　）

	
	
	
	
	ｴｽｶﾚｰﾀｰ
	該・否　設置数（　　）

	
	届出・許可
	有　・　無
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	消防用設備等の設置状況
	消防設備
	消火器
	該　・　否
	警報設備
	自動火災
報知設備
	該　・　否

	
	
	屋内消火
栓設備
	該　・　否
	
	放送設備
	該　・　否

	
	
	ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備
	該　・　否
	避難設備
	ガス漏れ

火災警報
設備
	該　・　否

	
	
	泡消火
設備
	該　・　否
	消火活動上必要な設備
	排煙設備
	該　・　否

	
	
	不活性
ガス消火設備
	該　・　否
	
	連結送水管
	該　・　否

	
	
	粉　　末消火設備
	該　・　否
	
	非常コンセント設備
	該　・　否



　　　予防管理表（例）
	階
	事業所
	用途
	管理権原者
	防火防災管理者

（資格取得年月日）
	入居年

月日
	面積
	収容

人員
	従業

員数
	防火・防災

点検報告

	４
	㈱Ａ社
	３イ
	代表取締役○○
	マネージャー○○○○

（年　　　月　　日）
	○年○月○日
	㎡
	人
	人
	○年○月○日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


休日・夜間等の防火・防災管理体制（例）

1.休日の指揮体制




２.夜間の指揮体制


















	地区隊の編成
	地区隊長

	
	通報連絡（情報）班

	
	初期消火班

	
	避難誘導班

	
	安全防護班

	
	応急救護班










※合同自衛消防隊（地区隊）

①同一階の小規模な事業所が協議し、合同して自衛消防組織を編成する。

②地区隊長は、事業所の規模（面積、人員等）の大きな事業所の防火・防災管理者とする。
③隊員数は、各事業所の従業員数を勘案して指定する。

合同地区隊の編成（例）
	地下１階

合同自衛消防隊
	事業所名
	防火・防災管理者
	従業員数
	ブロック隊員数

	
	○○支店
	※支店長○○○○
	6人
	3人

	
	××店
	店長
	３人
	2人

	
	△△店
	マネージャー
	5人
	3人

	
	◎◎店
	店長
	2人
	1人


※○○支店の支店長を地区隊長とする
自衛消防組織の任務

１　本部隊の任務

	班
	災害等発生時の任務
	警戒宣言が発令された場合の組織編成
	警戒宣言が発令された場合の任務

	指揮・通報連絡（情報）
	１　自衛消防活動の指揮統制、状況把握、
　情報内容の記録

２　消防機関への情報や資料の提供、消防

機関の本部との連絡

３　関係機関や関係者への連絡

４　消防用設備等の操作運用

５　避難状況の把握

６　地区隊への指示

７　その他必要な事項
	通報連絡（情報）班は、
情報収集担当として編成する

	１　報道機関等により東海地震注意

　報及び警戒宣言発令に関する情報を収集し、統括管理者に連絡する
２　周辺地域の状況を把握する

３　食料品、飲料水、医薬品等及び防災資器材の確認をする
４　その他必要な事項


	初期消火班
	１　出火場所に直行し、屋内消火栓による消　　

　火作業に従事

２　地区隊が行う消火作業への指揮指導

３　消防隊との連携及び補佐
	　初期消火班は、点検措置担当班として編成する
	　建物構造、防火・避難施設、電気、ガス、エレベーター、消防用設備等、危険物点検及び保安の措置を講じる



	避難誘導班
	１　出火場所に直行し、避難開始の指示命令　　

　の伝達

２　非常口の開放及び開放の確認

３　避難上障害となる物品等の除去

４　未避難者、要救助者の確認及び本部への報告

５　ロープ等による警戒区域の設定
	　避難誘導班は、平常時と同様の編成とする
	　混乱防止を主眼として、顧客及び通行人等の案内、誘導を行なう

	安全防護班
	１　火災発生地区へ直行し、防火シャッター、防火戸、防火ダンパー等の閉鎖

２　非常電源の確保、ボイラー等の危険物施設の供給運転停止

３　エレベーター、エスカレーターの非常時の措置
	安全防護班は、点検措置担当として編成する
	　上記の初期消火班の任務と同様とする

	応急救護班
	１　応急救護所の設置

２　負傷者の応急処置

３　救急隊との連携、情報の提供
	応急救護班は、情報収集担当として編成する
	　上記の通報連絡（情報）班の任務と同様のほか、救出資器材等の確認をする


２　地区隊の任務

	班
	災害等発生時の任務
	警戒宣言が発令された場合の組織編成
	警戒宣言が発令された場合の任務

	通報連絡（情報）
	　防災センターへの通報及び隣接事業所等への連絡
	通報連絡（情報）班は、
情報収集担当として編成する

	テレビ、ラジオ等により情報を収集する。


	初期消火班
	　消火器等による初期消火及び本部隊初期消火班の誘導
	　初期消火班は、点検措置担当班として編成する
	　担当区域の転倒・落下防止措置を講じる

	避難誘導班
	　出火時における避難者の誘導
	　避難誘導班は、平常時と同様の編成とする
	　本部の指揮により避難誘導を行う

	安全防護班
	　水損防止、電気、ガス等の安全措置及び防

火戸、防火シャッターの操作
	安全防護班は、点検措置担当として編成する
	　上記の初期消火班の任務と同様とする

	応急救護班
	負傷者に対する応急処置
	応急救護班は、情報収集担当として編成する
	　危険箇所の補強、整備を行なう


自衛消防組織装備品リスト（例）
	任務別
	品名

	
	用意すべき資機材
	有無
	用意が推奨される資機材
	有無

	指揮
	消防計画（自衛消防活動要領）
	
	携帯用拡声器
	


	
	建物図面（平面図・配管図・電気設備図等）
	
	指揮本部用の資機材及び標識（隊旗）
	

	
	名簿（従業員・宿泊者・入院者等）
	
	照明器具（懐中電灯・投光器等）
	

	
	
	
	情報伝達機器（トランシーバー等）
	

	通報連絡
	非常通報連絡先一覧表
	
	携帯用拡声器
	

	
	
	
	情報伝達機器（トランシーバー等）
	

	初期消火
	消火器具
	
	防火衣、可搬消防ポンプ
	

	
	
	
	破壊器具（とび口等）
	

	
	
	
	防水シート
	

	避難誘導
	マスターキー
	
	ロープ
	

	
	切断器具（ドアチェーン等切断用）
	
	誘導の標識（案内旗等）
	

	
	名簿（授業員・宿泊者・入院者等）
	
	
	

	
	携帯用拡声器
	
	
	

	
	照明器具（懐中電灯等）
	
	
	

	安全防護
	キー、手動ハンドル（防火シャッター、エレベーター、非常ドア等）
	
	エンジンカッター
	

	
	救助器具（ロープ、バール、ジャッキ等）
	
	油圧式救助器具セット
	

	
	建物図面
（平面図・配管図・電気設備図等）
	
	
	

	応急救護
	応急医薬品
	
	応急救護所設置資機材（テント、ベッド等）
	

	
	担架
	
	傷病者記録用紙
	

	
	
	
	車イス
	

	
	
	
	自動体外式除細動器（ＡＥＤ）
	

	搬出
	非常用搬出品リスト（契約書類、台帳、ＰＣ、電子記録等）
	
	防止シート
	

	
	
	
	保管標識
	

	その他
	災害用活動服、ヘルメット、運動靴、手袋、警笛
	
	携帯発電機
	


※　資機材は持ち出しやすい場所に備蓄・保管します。
※　備蓄・保管施設に損壊等のおそれがある場合は、分散して保管します。
※　食料（缶詰、乾パン等）：必要日数×必要人数分
※　飲料水（目安　１日／３リットル）：必要日数×必要人数分

自衛消防業務講習受講者一覧(例)

（　　　　年　　月　　日）
	氏　名
	担当任務等
	受講年月日
	資格番号
	再講習年月日
	備　考

	○○　○○
	統括管理者
	平成○○年○月○日
	第○○○○○号
	平成○年○月○日
	

	××　××
	通報連絡班長
	平成××年×月×日
	第○○○○○号
	平成○年○月○日
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


別表８

自衛消防訓練実施結果記録書
	実施日時
	年　月　日　　時　分から　　時　分まで

	実施場所
	

	実施範囲
	　　　　　　　　全体　・　部分（　棟　　階）

	訓練想定　　　　（該当する□にチェックをし、具体的な内容を記載する。）
	□火災□地震□その他の災害（　　棟　　　階）

具体的な内容：　

	訓練項目等　　　（該当する□にチェックをし、参加人員を記入する。）
	□　総合訓練
	名

	
	個別訓練
	□　消火訓練
	名
	□　通報訓練
	名

	
	
	□　避難訓練
	名
	
	

	
	
	□　その他　（　　　　　　　　）
	名

	訓練参加者　　　内　　　　　　訳
	従業員　・　居住者等（全員　・　一部）　　　　　名

（うちパート・アルバイト　　　　　　名）

参加者内訳：自衛消防隊員　　　　名

　　　　　本部隊員　　　　名（うち防災センター要員　　　　名）

　　　　　地区隊員　　　　名

	訓練指導者
	職氏名

	結果への意見
	全体の評価
	

	
	推奨事項
	

	
	反省点
	

	記録作成者
	職氏名


備考　１　総合訓練とは、火災の覚知又は発見から消防隊到着までの初期消火、通報連絡、避難誘導、

消防隊への情報提供など一連の自衛消防活動に係る訓練をいう。

　　　２　訓練の事前計画や実施記録等を別に作成した場合は、添付する。　
　　年　　月　　日現在
防火・防災管理業務の委託状況表
	防火・防災管理者の業務委託　　　　　　　　　（防火・防災管理者の業務を第三者へ委託している場合）

	防火・防災管理者の業務を受託した者の氏名及び住所等
〔法人にあっては名称及び主たる事務所の所在地〕
	氏名（名称）　△△管理株式会社　代表取締役（氏名）
住所（所在地）
電話番号


	防火・防災管理業務の一部委託　　　　　　　　　（防火・防災管理業務を第三者へ委託している場合）

	再受託者の有無
	□無　□一部有　　□全部
	通報承認
	□無　□有（承認番号〇〇〇〇〇）

	防火・防災管理業務の一部受託者の氏名及び住所等
〔法人にあっては名称及び主たる事務所の所在地〕
	
	

	
	
	

	受託者の行う防火・防災管理業務の範囲及び方法
	常駐方法
	範囲
	□　出火防止業務（火気使用箇所の点検監視など）
□　避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理
□　消防・防災設備等の監視・操作業務
· 火災、地震その他の災害等が発生した場合の自衛消防活動
　　□初期消火　□通報連絡　□避難誘導　□その他（　　　　　）
· 自衛消防訓練指導
□　その他（　　　　　　　　）

	
	
	方法
	常駐場所
	（例）１階防災センター

	
	
	
	常駐人員
	（例）営業時間内１５名、時間外５名

	
	
	
	委託する防火対象物の区域
	（例）全域

	
	
	
	委託する時間帯
	（例）２４時間体制

	
	巡回方式
	範囲
	□　出火防止業務（火気使用箇所の点検など）
□　避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理
　□　消防・防災設備等の監視・操作業務
· 火災、地震その他の災害等が発生した場合の自衛消防活動
　□初期消火　□通報連絡　□その他（　　　　　　）
□　自衛消防訓練指導
□　その他（　　　　　　　　）

	
	
	方法
	巡回回数
	（例）昼間定期的、夜間２時間毎実施

	
	
	
	巡回人員
	（例）昼間２名、夜間１名

	
	
	
	委託する防火対象物の区域
	（例）全域

	
	
	
	委託する時間帯
	（例）２４時間体制

	
	遠隔移報方式
	通報登録番号
	

	
	
	範囲
	□　消防・防災設備等の遠隔監視・操作業務
· 火災、地震その他の災害等が発生した場合の自衛消防活動
□初期消火　□通報連絡　□その他（　　　　　　　　　）


	
	
	方法
	現場確認要員の待機場所
	

	
	
	
	到着所要時間
	

	
	
	
	委託する防火対象物の区域
	

	
	
	
	委託する時間帯
	


　　（備考）　「受託者の行う防火管理業務の範囲」については、該当する項目の□に✓印を付する。

管理権原の及ぶ範囲（例）

【○○ビル○○階平面図】

	
	
	階段室

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	EV室

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	階段室
	
	


	占有部分
	区分
	事業所
	管理権限者

	Ａ
	賃貸
	(株)０００
	代表取締役××××

	Ｂ
	賃貸
	○○商事（株）
	

	Ｃ
	賃貸
	(株)×××
	

	Ｄ
	賃貸
	
	

	Ｅ
	賃貸
	
	

	Ｆ
	賃貸
	
	

	Ｇ
	賃貸
	
	

	Ｈ
	賃貸
	
	

	共有部分
	所有
	(株)○○開発
	代表取締役○○○○




共同自衛消防組織連絡協議会協議事項（案）

１　目的

　この協議事項は、消防法第８条の２の５に基づき○○ビル内の自衛消防組織設置義務対象の事業所の管理権原者の協議により共同して自衛消防組織を設置することを目的とする。

２　連絡協議会の設置

　共同して自衛消防組織を設置するため別表１「共同自衛消防組織連絡協議会構成員一覧表」の構成員をもって、○○ビル共同自衛消防組織連絡協議会（以下「連絡協議会」という。）を設置する。

３　連絡協議会長等

（１）連絡協議会の会長は、○○（株）代表取締役社長○○とする。

（２）副会長は、××（株）代表取締役社長××とする。

（３）会長は、自衛消防組織を設置（変更）したときは、消防機関に届出をする。

４　連絡協議会の審議事項等

（１）連絡協議会の設置及び運用に関すること。

（２）統括管理者の選任に関すること。

（３）自衛消防組織が業務を行う範囲に関すること。

（４）自衛消防組織の見直しに関すること。

（５）自衛消防組織の要員に対する教育訓練に関すること。

（６）その他自衛消防組織に関すること。

５　統括管理者の選任

　統括管理者は、（株）○○○防災担当部長○○とする。

６　連絡協議会の事務局

　連絡協議会の事務局は、会長の事務所に置くものとする。

７　自衛消防組織が業務を行う範囲

　自衛消防組織が業務を行う範囲は、○○ビル建物全体及び敷地部分とする。

８　自衛消防組織の編成等

　自衛消防組織の編成及び主な任務は、別表２「○○自衛消防組織の編成表」によるものとする。

９　自衛消防組織の見直し等

　会長は、訓練の実施結果及び連絡協議会構成員の交代等を踏まえ、自衛消防組織の見直しを行うものとする。

１０　教育訓練

　統括管理者は、自衛消防組織の要員に対し計画的に訓練を行い、要員の活動能力の向上と連携を図るものとする。

１１　資格管理

　会長は、統括管理者及び本部隊の班長の自衛消防業務講習資格について管理するものとする。

共同自衛消防組織連絡協議会構成員一覧表（例）

	役職名
	事業所名
	職・氏名
	備　考

	会　長
	Ａ
	代表取締役社長　○○○○
	建物所有者

	副会長
	Ｂ
	代表取締役社長　××××
	テナント

	事務局
	Ａ
	 総務課長　△△△△
	

	
	
	
	

	構　　　　　　　成　　　　　　　員

	番号
	事業所名
	管理権原者

職・氏名
	使用階等
	所有別等
	電話番号等

	１
	Ｃ社
	代表取締役社長　００００
	００階
	賃貸
	

	２
	Ｄ社
	代表取締役社長　◎◎◎◎
	××階
	賃貸
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	














	地区隊の編成
	地区隊長

	
	通報連絡（情報）班

	
	初期消火班

	
	避難誘導班

	
	安全防護班

	
	応急救護班










※合同自衛消防隊（地区隊）

①同一階の小規模な事業所が協議し、合同で自衛消防組織を編成する。

②地区隊長は、事業所の規模（面積、人員等）の大きな事業所の防火・防災管理者とする。
③隊員数は、各事業所の従業員数を勘案して指定する。

合同地区隊の編成（例）

	地下１階

合同自衛消防隊
	事業所名
	防火・防災管理者
	従業員数
	ブロック隊員数

	
	○○支店
	※支店長○○○○
	6人
	3人

	
	××店
	店長
	３人
	2人

	
	△△店
	マネージャー
	5人
	3人

	
	◎◎店
	店長
	2人
	1人


※○○支店の支店長を地区隊長とする
自衛消防隊の編成と任務（編成表）
自衛消防組織編成表（　　時間帯○○時○○分～○○時○○分）









※　各班は、任務を適切に行うため、おおむね２人以上の要員を置かなければならない。ただし、被害想定、訓練の検証結果により増減することができる。

〔任　　　　務〕

１　本部隊の任務
	班
	任　　　　　　務

	指揮班・通報連絡

（情報）班
	１　自衛消防活動の指揮統制、状況の把握、情報内容の記録

２　消防機関への情報や資料の提供、消防機関の本部との連絡

３　関係機関や関係者への連絡

４　消防用設備等の操作運用

５　避難状況の把握

６　地区隊への指示

７　その他必要な事項

	初期消火班


	１　出火場所に直行し、屋内消火栓等による消火作業に従事

２　地区隊が行なう消火作業への指揮指導

３　消防隊との連携及び補佐

	避難誘導班


	１　出火場所に直行し、避難開始の指示命令の伝達

２　非常口の開放及び開放の確認

３　避難上障害となる物品等の除去

４　未避難者、要救助者の確認及び本部への報告

５　ロープ等による警戒区域の設定

	安全防護班


	１　火災発生地区へ直行し、防火シャッター、防火戸、防火ダンパー等の閉鎖

２　非常電源の確保、ボイラー等危険物施設の供給運転停止

３　エレベーター、エスカレーターの非常時の措置

	応急救護班


	１　応急救護所の設置

２　負傷者の応急処置

３　救急隊との連携、情報の提供


２　地区隊の任務
	班
	任　　　　　　務

	通報連絡（情報）班
	防災センターへの通報及び隣接事業所等への連絡

	初期消火
	消火器等による初期消火及び本部隊初期消火班の誘導

	避難誘導班
	出火時における避難者の誘導

	安全防護班
	水損防止、電気、ガス等の安全措置及び防火戸、防火シャッターの操作

	応急救護班
	負傷者に対する応急処置



地震災害は、同時多発し、その活動は長時間と多くの人の協力が必要となることから、ビル内各事業所が一体となって人命の安全と被害の軽減及び復旧対策等を行うため「地震災害対策本部」を設置する。























別表１





別表２





別表３





別表４





防災センター責任者





防災センター勤務員


（○名）





消防・防災設備要員


（○名）





消火担当





安全防護担当





※　休日出勤者も、火気管理、施錠管理及び自衛消防活動を行うものとする。





防災センター


宿日直責任者





火気・施錠管理





通報連絡担当





消火担当





防災センター責任者





防災センター勤務員


（○名）





※　夜間の残業者も、火気管理、施錠管理及び自衛消防活動を行うものとする。





防災センター


宿日直責任者





駐車場要員


（○名）





火気・施錠管理





通報連絡担当





消火担当





消火担当





消防・防災設備要員


（○名）





安全防護担当





消火担当





通報連絡（情報）班（○名）【班長○○、班員○○　他】





自衛消防組織の編成表（例）





別表５





　　　　本部隊





初期消火班（○名）【班長○○、班員○○　他】





避難誘導班（○名）【班長○○、班員○○　他】





安全防護班（○名）【班長○○、班員○○　他】





　統括管理者の代行者





　　　統括管理者





　　　協議会長





応急救護班（○名）【班長○○、班員○○　他】





Ａ事業所自衛消防隊





　　　　地区隊





Ｂ事業所自衛消防隊





※１５階合同自衛消防隊





Ｙ事業所自衛消防隊





Ｚ事業所自衛消防隊





※地下１階合同自衛消防隊





○○事業所自衛消防隊





駐車場地区隊





別表６





別表７





別表９





別図１





別図２





避難判断基準





全体に危険


及ぶか








防火区画・設備の損傷　等





情報の逐次提供


被災状況等から階の優先度を判断


予期しない一斉避難行動等のパニック的行動の抑制　等





情報の逐次提供


必要階への避難情報の連絡





室内散乱等による負傷の危険　等





周辺の都市火災の発生等





強い余震の危険


複数階同時出火


危険物・ガスの漏出　等





重要な構造の破壊等





NO








NO








NO








YES





YES





YES





YES





YES





安全な階へ避難





全館逐次避難





周辺の危険





その他の危険





全館一斉避難





倒壊危険





地震発生





館内情報





今いる階から


避難が必要








別記１





別表１





別表２－１





○○自衛消防組織の編成表（例）





〔編　　　成〕











　　　　本部隊





初期消火班（○名）【班長○○、班員○○　他】





避難誘導班（○名）【班長○○、班員○○　他】





安全防護班（○名）【班長○○、班員○○　他】





　統括管理者の代行者





　　　統括管理者





　　　連絡協議会長





応急救護班（○名）【班長○○、班員○○　他】





Ａ事業所自衛消防隊





　　　　地区隊





Ｂ事業所自衛消防隊





※１５階合同自衛消防隊





Ｙ事業所自衛消防隊





Ｚ事業所自衛消防隊





※地下１階合同自衛消防隊





○○事業所自衛消防隊





駐車場地区隊





別表２-２





＜地区隊＞





地区隊長　○○課長





△△△△地区隊





安全防護班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








避難誘導班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








通報連絡（情報）班(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








応急救護班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








安全防護班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








避難誘導班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








初期消火班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








通報連絡（情報）班(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








応急救護班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








△△△△地区隊





地区隊長　○○課長





統括管理者の代行者兼副隊長





管理権原者





指揮班・通報連絡（情報）班


(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他





初期消火班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








▽▽▽▽地区隊





地区隊長　○○課長





通報連絡（情報）班(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








応急救護班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








安全防護班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








避難誘導班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








初期消火班　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








初期消火班　　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








安全防護班　　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








応急救護班　　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








避難誘導班　　　　　(Ｘ名)


班長　○○○係長


班員　○○○係　他








＜本部隊＞





統括管理者





別表２－３





地震災害対策本部





別記２





副本部長（協議会構成員）





指揮班





通報連絡（情報）班





　　　　本部隊





安全防護班





初期消火班





避難誘導班





応急救護班





　統括管理者の代行者





　　　統括管理者





　　　本部長（会長）





重要物搬出班





※「通報連絡班」「安全防護班」要員を増強する。


※「初期消火班」「重要物搬出班」は応急救護所の設置の支援にあたる





Ａ事業所自衛消防隊





Ｂ事業所自衛消防隊





　　　　地区隊





１５階合同自衛消防隊





　　　本部統括班長


（統括防火・防災管理者）





Ｙ事業所自衛消防隊





※地下１階合同自衛消防隊





○○事業所自衛消防隊





駐車場地区隊





※災害活動の長時間化に備えて交代要員を確保する。








